
 
 香美市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条及び第７条の規定により、香美市における

人事行政の運営の状況を次のとおり公表する。  
  令和５年１１月１日  

香美市長  依光 晃一郎  
１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
（１）職員の採用・退職等の状況                      （単位：人） 

区  分 採用者数（令和 5年 4月 1日付） 退職者数（令和 4年度） 
一 般 事 務 １６ １３ 
土 木 技 術 職  ０  ０ 
建 築 技 術 職  １  １ 
保 育 士  １  ２ 
保健師・看護師  ０  ０ 
消 防 士  ４  ０ 
技 能 労 務 職  １  ０ 
合   計 ２３ １６ 

（注）（ ）は内数で、再任用職員（常時勤務）の人数です。  
（２）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）         （単位：人） 

部門 区 分 職 員 数 対前年 
増減数 Ｒ４ Ｒ５ 

一般行政部門 
議 会 ３ ３ ０ 

総 務 ６８ ７３ ４ 

税 務 ２２ ２２ ０ 

民 生 １０１ １０１ ０ 

衛 生 ２９ ２９ ０ 

農林水産 ２５ ２５ ０ 

商 工 ６ ６ ０ 

土 木 １８ １９ １ 

小 計 ２７２ ２７８ ５ 

特別行政部門 教 育 ３６ ３５ △１ 

消 防 ５７ ６０ ４ 

小 計 ９３ ９５ ３ 

公営企業等 
会計部門 水 道 ７ ７ ０ 

下 水 ４ ４ ０ 

その他 １８ ２０ ２ 

小 計 ２９ ３１ ２ 

合  計 ３９４ ４０４ １０ 

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する 
休職者・派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除きます。    



２ 職員の給与の状況 
（１）人件費の状況（令和４年度普通会計決算）              （単位：千円） 

住民基本台帳人口 

（４年度末） 

歳出額 

A 

実質収支 人件費 

B 

人件費率 

（B／A） 

25,210 人 19,482,974 266,012 3,522,493 18.1％ 

（注）人件費には、市長・議員などの特別職に支給される給与、報酬及び共済組合等への 
負担金を含みます。  

（２）職員の給与費の状況（令和５年度普通会計当初予算）         （単位：千円） 
職員数 

A 

給      与      費 一人当たり

給与費 B／A 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 

370 人 1,353,895 203,537 548,166 2,105,598 5,691 

（注）職員手当には、退職手当は含まれておりません。  
（３）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

香美市 305,700 円 42 歳 0 月 258,600 円 41 歳 5 月  
（４）職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在）           （単位：円） 

区   分 香 美 市 国 
決定初任給 決定初任給 

一般行政職 大学卒 175,300 185,200 

高校卒 154,600 154,600 

技能労務職 高校卒         151,900 151,900  
（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和５年４月１日現在）（単位：円） 

区   分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 
一般行政職 大学卒 252,000 － 323,000 

高校卒 － 245,120 304,566 

技能労務職 高校卒 － － － 

   ※『－』は、各経験年数に該当する職員がいないため。 
    
（６）一般行政職の級別職員数の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 
計 標準的な

職務内容 主事 
技師 主事 

技師 主幹 
技幹 係長 班長 課長 

職 員 数 25 人 20 人 73 人 44 人 33 人 22 人 217 人 

構 成 比 11.5% 9.2% 33.6% 20.3% 15.2% 10.1% 99.9% 

   ※構成比の合計は、小数点第二位を四捨五入するため 100％にならない場合がある。    



（７）主な職員手当の状況 
ア 期末・勤勉手当（令和５年４月１日現在）  香  美  市 国 
１人当たり平均支給額（４年度） 

      1,320千円 
－ 

（４年度支給割合） 
        期末手当 

６月期 1.200 月分 

１２月期 1.200 月分 
計    2.400 月分 

 
   勤勉手当 

0.950 月分 

1.050 月分 
2.000 月分 

（４年度支給割合） 
        期末手当 

６月期 1.200 月分 

１２月期 1.200 月分 
計    2.400 月分 

 
  勤勉手当 

0.950 月分 

1.050 月分 
2.000 月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５～１５％ 

・管理職加算    無 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％  
イ 退職手当（令和５年３月３１日現在） 

香  美  市 国 
（支給率）   自己都合       定  年 

勤続 20 年  19.6695 月分  24.586875 月分 

勤続 25 年  28.0395 月分  33.27075 月分 

勤続 35 年  39.7575 月分  47.709   月分 

最高限度額 47.709 月分  47.709   月分 

その他加算措置   

定年前早期退職特例措置（無） 

（退職時特別昇給    無 ） 

1 人当たり平均支給額（４年度退職者） 

自己都合 10,178 千円  定 年  - 千円 

（支給率）  自己都合       勧奨・定年 

勤続 20 年  19.6695 月分   24.586875 月分 

勤続 25 年  28.0395 月分   33.27075  月分 

勤続 35 年  39.7575 月分   47.709    月分 

最高限度額 47.709 月分    47.709   月分 

その他加算措置   

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

（退職時特別昇給    無 ） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。  
ウ 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

支給実績（４年度決算）                       ７，６２８千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）                   １２９，２９５円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（４年度） １５．０％ 
手当の種類（手当数）                 ７ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
防疫手当 全職員 感染症防疫作業に従事 １日につき      290円 

行旅病人同死亡人取扱

手当 福祉事務所の職員 行旅病人の救護、移送に従事 １回につき    1,000円 

行旅死亡人の収容等に従事 １回につき    2,000円 

犬、ねこ等死体処理手

当 全職員 小動物の死体処理に従事 １回につき    1,000円 

消防業務手当 消防吏員 消防業務に従事 １回につき 150円～700円 

災害出動手当 消防吏員 災害防除活動のため災害現場に出動 １回につき     450円 

救急出動手当 消防吏員 救急現場に出動 

１回につき 

救急救命士  450円 

その他     250円 

緊急招集手当 消防吏員 正規の勤務時間以外の緊急招集 １回につき300円   



エ 時間外勤務手当                   （単位：千円） 
支給実績（４年度決算） ６１，９０８ 

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） １８５  
オ その他の手当（令和５年４月１日現在）  

手 当 名  
内容及び支給単価 国の制度 

との異同 国の制度と 
異なる内容 支給実績 

（４年度決算） 

支給職員１人当たり 
平均支給年額  
（４年度決算） 

扶養手当 配偶者   6,500円 

子    10,000円 

父母等  6,500円 

 満16歳年度初めから満22歳年度末までの子 

１人につき  5,000円加算 同 － 41,179千円 226,258円 

住居手当 借家・借間居住者 

〇家賃月額16,000円から27,000円以下 

  家賃月額－16,000円 

〇家賃月額27,000円を超える 

(家賃月額－27,000円)×1／2＋11,000円 

但し、住居手当支給限度額28,000円／月 同 － 27,848千円 265,219円 

通勤手当 交通機関等利用者 

 運賃相当額（限度額55,000円） 

自動車等利用者 

 通勤距離に応じて 2,000円～31,600円 
同 － 20,250千円 81,654円 

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員 

月額 40,900円 － － 13,628千円 486,729円 

休日勤務手当 勤務１時間あたりの給与額に135／100を乗じて

得た額 同 － 15,653千円 128,305円 

宿日直手当 宿日直勤務に従事した職員に１回につき4,400

円を支給 同 － 537千円 4,400円  
（８）特別職の報酬等の状況（令和５年４月１日現在）                （単位：円） 

区 分 報酬及び給料月額 期末手当支給割合 退職手当算定方式 
市 長 ７４０，０００ 

６月期  １．５００月分 
１２月期  １．５００月分 

 計   ３．０００月分 
加算措置 有 

給料月額×在職年数×500／100 

副市長 ６１５，０００ 給料月額×在職年数×300／100 

教育長 ５８１，０００ 給料月額×在職年数×250／100 

議 長 ３９０，０００  
副議長 ３３０，０００ 
議 員 ２８５，０００ 

         



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
（１）勤務時間、休憩・休息時間及び週休日の状況 

１週間の 
勤務時間 勤 務 時 間 の 割 振  

勤務時間 休憩時間 週 休 日 
38 時間 45 分 8:30～17:15 12:00～13:00 土曜日及び日曜日 

（注）保育所など本庁以外の勤務場所では、この表とは異なる勤務形態の場合があります。 
（２）休暇等の概要 

区  分 内                容 
年次有給休暇 １年につき２０日間付与（２０日を限度に翌年に繰越すことができる） 

病気休暇 負傷又は疾病のため療養を要する場合、必要最小限度の期間を付与 
特別休暇 

（主なもの）  
結婚休暇 結婚する職員に対し最大７日間付与（週休日含む） 
産前休暇 出産の日までの申し出た期間付与（８週間以内） 
産後休暇 出産の翌日から８週間を経過するまでの期間付与 
親族の死亡休暇 配偶者＝10 日、父母＝７日、子＝５日、祖父母＝３日 
        その他＝規則に定める期間付与 
夏季休暇  ７月～９月の期間内に３日間付与 
地方公務員法第 42 条による休暇  ２日間 

介護休暇 
（無給） 配偶者、父母、子、配偶者の父母等で、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営む

のに支障がある者の介護を行う場合、６月を限度として必要な休暇を付与 
育児休業 
（無給） 職員の３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日までの期間を限

度として、職務に従事しないことを可能とする制度です。  
４ 職員の分限及び懲戒処分の状況  
  分限処分とは、公務能率の維持を目的に職員に対して行われる処分です。懲戒処分とは、職員の義

務違反に対する道義的責任を問い、秩序維持を図る制裁的処分です。 
 （令和４年度）                                （単位：人） 

区分 種 類 処分者数 内        容 
分限 
処分 降任 ０ ・勤務実績が良くない場合 

・心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 
・上記のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 
・職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 免職 ０ 

休職 ６ ・心身の故障のため、長期の休養を要する場合 
・刑事事件に関し起訴された場合 

懲戒 
処分 

戒告 ０ 
・法令に違反した場合 
・職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 
・全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 減給 ０ 

停職 ０ 
免職 ０   



５ 職員の服務の状況 
（１）一般職員の年次有給休暇の使用状況（令和４年１月１日～令和４年１２月３１日） 

総付与日数 

（ａ） 

総使用日数 

（ｂ） 

対象職員数 

（ｃ） 

平均使用日数 

(b)／(c) 

消化率 

(b)／（ａ) 

8,652 日 2,539 日 224 人 11.3 日 29.3％ 

    
（２）育児休業・部分休業・介護休暇の取得状況 
 ア 育児休業（令和４年度）                          （単位：人） 

区分 
育児休業

取得者数 

育 児 休 業 承 認 期 間 

3 月以下 
3 月超え 

6 月以下 

6 月超え 

1 年以下 

1 年超え 

1年6月以下 

1年6月超え 

2 年以下 

2 年超え 

2年6月以下 
2年6月超え 

男性職員 ４ ３ ０ １ ０ ０ ０ ０ 
女性職員 ９ ０ ０ ４ ２ １ １ １ 

計 １３ ３ ０ ５ ２ １ １ １  
 イ 部分休業（令和４年度） 
   取得した職員は、ありません。  
 ウ 介護休暇（令和４年度）                     （単位：人） 

区分 
介護休暇

取得者数 

介 護 休 暇 承 認 期 間 

1 月以下 
1 月超え 

2 月以下 

2 月超え 

3 月以下 

3 月超え 

4 月以下 

4 月超え 

5 月以下 
5 月超え 

男性職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０   ０ 
女性職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０  
（３）職務専念義務免除の状況 
  職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の注意力のすべ

てをその職責遂行のために用いなければなりません。（地方公務員法第 35 条）ただし、「職務に専念

する義務の特例に関する条例」により、研修を受ける場合や厚生事業に参加する場合に、任命権者の

承認を得て、職務専念義務が免除されることがあります。 
 （主な免除事由） 
  ・研修を受ける場合 
  ・厚生に関する計画の実施に参加する場合 
  ・その他任命権者が定める場合     



６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
（１）職員研修の実施状況（令和４年度） 

分   類 研  修  内  容 人数・回数 
全体研修 特定個人情報取扱いに関する研修 １０６人  人権研修 ２５１人  新個人情報保護制度研修 ２６６人 
派遣研修 階層別研修 １４４人 

専門等研修 ５７人 
その他 保育職員総合研修 ３回  

（２）勤務成績の評定の状況 
    人事評価制度を実施  
７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
（１）健康診断等の状況（令和４年度） 

健康診断等の種類 受診者数 
事業所健診 ６３人 
人間ドック ２８７人  

（２）公務災害等の発生状況（令和４年度）  
種 類 認定数 事 案 の 概 要 
公務災害 ３件 切創２件、挫創１件  

（３）職員の利益の保護（令和４年度） 
区      分 状  況 

勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし 
不利益処分に関する不服申立ての状況 該当なし 

   ※本表の状況は、公平委員会からの報告に基づくものです。  
（４）互助会制度（令和４年度） 

会員数 ３９７人 

市の負担額 7,698 千円 会員掛金額 7,698 千円 

主な給付事業内容 
医療費助成金・結婚祝金・出産祝金・入学祝金・銀婚祝金・弔慰金・傷病給付金

休業給付金・災害見舞金・傷病見舞金・差額ベッド費用の助成金等   


